
令和２事業年度財務諸表等の公表について 

 

 本学の令和２事業年度財務諸表につきましては、令和３年８月３１日付けで文部

科学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第３５条及び準用独立行政法人

通則法第３８条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

 

本学は、社会の変化を先取りする技学を創成し、未来社会で持続的に貢献する実

践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を養成する、大学院に重点を置

いたグローバル社会に不可欠な大学を目指しています。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言の発出や度重なる

感染の再拡大により、入学式、卒業・修了式の中止・縮小、遠隔授業への対応や出張

の自粛など、大学の様々な活動が影響を受けました。コロナ禍という誰もが経験し

たことがない状況の中でも、学生の学びを止めないために、教職員が一丸となって

遠隔授業実施に向けた環境整備などに取り組みました。また、多くの方々からのご

支援により、経済的困難な状況にある学生に対して、学業の継続を断念することが

ないよう、緊急支援奨学金の給付や学内食堂の利用補助などの修学支援、生活支援

を実施することができました。ご支援いただいた多くの皆さまに心より御礼申し上

げます。 

本学は、新たな生活様式の中で情報技術を活用し、オンライン、オンデマンド、対

面-オンラインハイブリッド型の授業を進めています。今後は、更なるスマート化・

リモート化推進の中でバーチャル空間とリアル空間の融合を含めた高度な教育研究

システムを構築し、時間・空間に制約されない、誰も取り残さない、質の高い教育研

究環境の整備に努めていく所存です。 

依然として新型コロナウイルス感染症が終息に至っていない厳しい情勢の中、関

係各位におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、ご寄附や受託・共

同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げます。今後とも、本学

の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、ご支援を賜りますようお

願い申し上げます。 

 

令和３年９月 

                                     国立大学法人 

長岡技術科学大学長 

                              鎌 土 重 晴 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、国民
に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

説明する附属明細書、決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、令和２事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を切り捨てていますので、合計が合わない箇所があります。
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令和２事業年度決算について
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財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③キャッシュフロー計算書、④利益の処分又は損失の
処理に関する書類、⑤国立大学法人等業務実施コスト計算書から構成されており、また、これらを補足

財務諸表　

キャッシュ・フロー計算書 貸借対照表 損益計算書
国立大学法人等

業務実施コスト計算書
利益の処分又は損失の処

分に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （会計期間における運営状態） （納税者である国民の負担となるコスト） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）
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（他の書類の内容を

補足）

事業報告書
（大学の事業を、財務的

な面から説明）

その他の内訳は下記の通り

・損益外減価償却等相当額

・損益外減損損失等相当額

・損益外利息費用相当額

・損益外除売却差額相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用



（単位：千円）

　役職員の退職等による退職手当支給額の増加等により、全体で80,858千円増加しました。

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８７，１８３　（＋１１７，９１３）

　資産の減価償却費が増加しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、大学として出張
の自粛を指示したことによる旅費の減少等により、全体で25,079千円減少しました。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、学生への経済的支援や遠隔授業システム整備を行っ
たこと及び目的積立金事業による費用が増加し、大学として出張の自粛を指示したことによる旅費の減少
等と併せて、全体で19,830千円増加しました。

　目的積立金を財源とした学内設備の改修・修繕を行なったこと、構内警備を強化したこと等により、全体
で17,025千円増加しました。

２３５，６６８　　（＋１７，３７３）雑益

図書

６２９，３５３　　（△２５，０７９）

人件費 ３，６５３，１５６　　（＋８０，８５８）

１，７４５，２４９　　（△８２，９５６）
一般管理費 ４７３，２１９　　（＋１７，０２５）

　教育・研究統合計算機システムのリース契約（347,589千円）や施設整備費補助金を財源とした備
品の取得（194,651千円）、先端研究設備整備費補助金を財源とした備品の取得（91,333千円）、研
究拠点形成費等補助金（卓越大学院プログラム事業）を財源とした備品の取得（79,085千円）等により
496,375千円増加し、減価償却（26,646千円）等と併せて、全体で523,021千円増加しました。

　電子ジャーナルの契約（44,344千円）や寄贈図書の受入（1,491千円）等がありましたが、電子ジャー
ナルの除却（△126,572千円）等により、全体で82,956千円減少しました。

　負債　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，８７８，０１９　（△６１，９０８）

補助金等収益 ４５７，０５１　　（＋３１，７５１）

　1年以内に満期が到来する関西電力社債（213,601千円）を有価証券に振り替えたこと等により、
214,892千円減少しました。

　成果指標による再配分額の増加、特殊要因運営費交付金収益化額（年俸制導入促進費、退職手当）
の増加（64,367千円）等がありましたが、修学支援新制度開始に伴う授業料等免除枠の減(※）や、運営
費交付金による資産取得が増加（23,253千円）したことによる収益化額の減少等により、全体で11,736
千円減少しました。
※授業料等減免費交付金（補助金）として交付

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，０９３，０４３（＋１６２，３２０）

教育経費 １，０６７，５０２　　（＋１９，８３０）

研究経費

　施設整備費補助金を財源としたライフライン再生工事（87,962千円）等により244,184千円増加しま
したが、減価償却（△567,138千円）等により、全体で322,953千円減少しました。

構築物 ７１５，５７８　　（＋６７，４２７）

　施設整備費補助金を財源としたライフライン再生工事（117,925千円）等により133,017千円増加し、
減価償却（△65,590千円）等と併せて、全体で67,427千円増加しました。

　新規の補助金の獲得や間接経費による学内既定事業の執行切替、経費節減等に努めたことにより、当
期総利益は287,183千円となり、同額が目的積立金となる予定です。
　目的積立金は、経営努力に対するインセンティブ付与として、文部科学大臣から承認されるものです。
本学では、教育研究活動の充実発展を目指したＩＣＴ高度化の推進、また創立40周年を超えて老朽化が
進む施設の維持管理やバリアフリー対策が整備されていない建物のバリアフリー化に目的積立金を活用し
ています。これら以外にも、更なる大学改革に向けた本学の将来投資や新型コロナウイルスの長期化に対
する教育研究環境整備に必要な財源を確保する必要があり、目的積立金を捻出しました。

貸借対照表の概要 損益計算書の概要

（単位：千円）

　
　令和２年度の資産は、施設整備費補助金によるライフライン再生工事や新たに獲得した先端研究設備整
備費補助金の実施に係る備品の取得等がありましたが、減価償却等の減少要因により、前年度と比較して、
105,029千円の減少となりました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを掲載しています。

※（）内は前事業年度末との差額

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，０２９，２４２　（△１０５，０２９）

建物 ７，４７４，９１６　　（△３２２，９５３） ※（）内は前事業年度末との差額

　
　令和２年度の費用は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、学生への経済的支援や遠隔授業シス
テム整備を行ったこと及び目的積立金事業により教育経費が19,830千円の増加となったこと、役職員の退職等
による退職手当支給額の増加により人件費が80,858千円の増加となったこと、施設、設備の修繕等の増加によ
り一般管理費が17,025千円の増加となったこと等の増加要因により、費用全体としては、前年度と比較して、
162,320千円の増加となりました。
　令和２年度の収益は、運営費交付金収益は減少しましたが、新たに獲得した情報機器整備費補助金等により
補助金等収益が増加したこと、学内合同企業研究会参加費収入により雑益が増加したこと、また、資産除却額
や減価償却費の増加により資産見返勘定戻入額が増加したこと等の増加要因により、収益全体としては、前年
度と比較して、149,102千円の増加となりました。
　当期総利益は、287,183千円となり、同額が目的積立金相当額となります。

工具器具備品 １，６９７，０３６　　（＋５２３，０２１）

　損益外減価償却累計額の増加や教育研究目的積立金の減少等により、43,121千円減少しました。
●政府出資金等（当期未処分利益を除く）…12,864,039千円
●当期未処分利益…287,183千円

１００，０００　　（△２１４，８９２）

　　純資産　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１３，１５１，２２３　（△４３，１２１）

　リース資産取得に係る長期未払金（224,564千円）の増加がありましたが、施設整備費補助金を財源
とした未払金（△298,235千円）の減少等により、61,908千円減少しました。

投資有価証券

運営費交付金収益 ３，６４０，１２３　　（△１１，７３６）

　学内合同企業研究会参加費等の増加により、全体で17,373千円増加しました。

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，２２６，７９５　（＋１４９，１０２）

　研究拠点形成費等補助金（卓越大学院プログラム事業）による資産取得の増（24,320千円）による減
少等がありましたが、新たに獲得した情報機器整備費補助金（18,000千円）や、授業料等減免費交付金
が交付されたことによる収益化額の増加（58,894千円）等により、全体で31,751千円増加しました。












